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商業銀行 33 5 9 14 - 19
総合金融会社 30 22 7 29 1 2
証券会社 36 7 4 11 19 43
証券投資信託会社 31 6 1 7 8 32
保険会社 45 10 6 16 8 37
破綻処理手段
────────────







































グループ名 DEレシオ グループ名 DEレシオ
現代 579% 東部 350%
三星 367% 漢拏 976%
ＬＧ 527% 江原産業 374%
大宇 474% 東國製鋼 323%
鮮京 461% 高合 474%
雙龍 403% ハンソル 459%
韓火 1066% ヘテ 814%
韓進 920% 亞南 1820%
ロッテ 219% 東洋 389%
大林 508% セハン 426%
暁星 467% 大象 637%
錦湖 968% 眞露 813%
コーローン 421% 新湖 798%
東亞 353% 居平 357%
斗山 623%




















































































































































































































































































































































































































   
資料：CEIC China Databaseより筆者作成 






















四大商業銀行 株式制商業銀行 都市商業銀行 農村商業銀行 ファイナンス・カンパニー
1997 60.7% 7.7% 6.5% 12.9% 1.3%
2000 60.3% 9.6% 5.5% 12.2% 1.6%
2004 52.2% 15.4% 0.7% 11.3% 2.0%
（2）貸出金
四大商業銀行 株式制商業銀行 都市商業銀行 農村商業銀行 ファイナンス・カンパニー
1997 62.0% 6.8% 5.4% 10.7% 1.2%
2000 54.1% 9.8% 5.2% 10.8% 1.4%
2004 49.2% 18.0% 0.6% 11.2% 2.7%





2003 17.80 2.50 10.40 4.90 16.86 N.A. N.A. N.A.
2004 13.21 2.36 6.84 4.00 15.62 N.A. N.A. N.A.
2005 8.90 N.A. N.A. N.A. 10.49 7.73 6.03 1.05
────────────
  3  2006年３月２日の中国現地インタビュー調査によれば，四大商業銀行とその他の銀行業態への監督行
政の違い，すなわち前者は経営健全化を前提として監督，検査を進める金融行政は，2003年の銀行業監
督管理委員会発足後も受け継がれている． 






























   
   資料：各行年次報告書より筆者作成 
   単位：対総貸出残高比％ 
   注：中国農業銀行不良債権比率は非公開のため除外 
   
図２ 四大商業銀行不良債権比率の推移 

































  4  例えば，四大商業銀行地方支店の摘発例では，中国農業銀行支店で発生した公金流用事件が，流用額
の1,190万5,000元が回収され，陝西省で発生した中国建設銀行汚職事件では，支店責任者が解職され，
司法機関へ送検されている． 








































































  7  台湾では2005年６月，立法院において金融再建基金への1,100億元増資の法案が可決されている．増
資法案は，今回の公的資金増額により金融再建基金の全ての破綻処理業務を終了させることとしてお
り，台湾国内においても，この法案可決が「第一次金融改革」終了と見なす見方が多い． 



































全金融機関 商業銀行 外国銀行 信用合作社 信託会社他 農会・漁会信用部
1995 3.00 2.85 0.82 3.12 2.88 5.07
2001 8.16 7.48 3.53 11.66 7.70 19.37
2002 6.84 6.12 2.36 10.34 6.39 18.62
2003 5.00 4.33 1.51 6.91 4.57 17.57
2004 3.28 2.78 1.03 3.17 2.95 14.51
2005 2.19 2.24 0.75 2.09 NA NA
全金融機関 商業銀行 中小企業銀行 外国銀行 信用合作社 農会信用部 漁会信用部 信託会社他 保険会社
1995 501 34 8 38 73 285 27 5 29
2000 491 48 5 39 48 287 27 3 32
2005 422 42 4 36 29 253 25 2 29
1995 4,745 1,361 446 58 556 886 44 49 76
2000 5,636 2,411 282 70 394 973 49 36 116
2005 5,943 2,995 244 68 295 827 39 20 134
（1）金融機関数
（2）店舗数

































  8  外国銀行がBIBFを通じて外貨建て貸出を急増させた背景には，タイ政府の外国銀行に対する業務規
制の存在がある．すなわち，多くの外国銀行はフルブランチ業務が認められず，タイバーツの調達に苦
しんだため，オフショア市場において外貨を調達，タイ国内での貸出により運用した． 





































































































































































































































































































































































































































































































  10  国有銀行株式の放出が も円滑に進んだ事例が商業銀行 大手のICICI銀行であり，現在，同行は
100％の民間部門により株式を所有されている． 



































  11  2003年半ばまでに共同ARCは，116件の延滞債権を，ICICI銀行等から譲渡されている． 
































1998年 3,526,960 508,150 14.4%
2000年 4,757,580 608,410 12.8%
2004年 9,020,260 648,970 7.2%
1998年 367,530 31,860 8.7%
2000年 582,490 49,320 8.5%
2004年 1,774,190 103,430 5.8%
1998年 2,849,710 456,530 16.0%
2000年 3,800,770 532,940 14.0%
2004年 6,619,750 515,410 7.8%
1998年 309,720 19,760 6.4%
2000年 374,320 26,150 7.0%
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